
水環境保全のための今後の取組
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（１）湖沼の水質改善

（２）閉鎖性海域の水質改善

（３）新たな排水管理手法の検討

（４）排水規制等の在り方に関する検討

（５）未規制の小規模事業場等への対応

（６）面源負荷への対応

（７）水圏生態系の保全と生物多様性の確保

（８）人と水とのふれあいの推進

（９）地下水・土壌汚染の未然防止対策



〔水質保全対策の検討〕
○流域対策（面源対策、小規模事業場対策）
○湖内対策（沿岸生態系の保全、自然浄化機能の回復・活用、動植物の活用)
○湖沼とその流域の健全な水循環の在り方
○窒素・燐等の物質循環の把握と管理手法の確立

湖沼の水質は徐々にではあるが、良くなっている
ものの、国民の実感に合った、地域の望ましい湖沼
には至っていない。
①生態系の劣化：植物プランクトン種の変化、在来種の減尐、
水草の異常繁茂、漁獲量の減尐

②利水障害：異臭味・濾過障害の発生等
③人との関わりの希薄化：親水機会の減尐、景観の悪化等

（１）湖沼の水質改善

流入河川

森林

地域の望ましい湖沼の実現

汚濁メカニズムの検討
・難分解性有機物・内部生産
・Ｎ/Ｐ比と植物プランクトン
との関係
・底質環境、底泥からの溶出
・面源等の汚濁負荷調査
・汽水湖の汚濁メカニズム

水質保全目標の検討
地域の望ましい湖沼像の検討
水質指標
（下層ＤＯ、透明度、ＴＯＣ等）
利用・保全の目標

（在来種率、漁獲量、湖水浴者
数等）

目標設定 原因究明

琵琶湖の漁獲量の推移

琵琶湖の水草の繁茂
琵琶湖の流入負荷量の経年変化

現 状 （琵琶湖の例）
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湖内対策
沿岸生態系の保全
自然浄化機能の回復・活用
動植物の活用

健全な水循環
の在り方耕作地

湖沼の現状と課題

水質保全対策の検討

面源負荷割合の増加

水量
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〔湖沼〕
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１）概要



２）取組内容

○現状の整理
湖沼におけるアオコや利水障害の発生等は、減尐してきているものの、いまだに環境基準の達成率が低く、地域の望ましい湖沼にはなって
いない状況にある。このため、湖沼の水質、流入負荷、下水道等の整備量、排水規制の状況等を把握し、既存施策の効果を検証するととも
に課題を整理する。

○水質保全目標の検討
地域の望ましい湖沼像を検討するとともに、住民の実感にあった分かりやすい水質保全目標について、具体の湖沼において水質指標(底層
ＤＯ、透明度、ＴＯＣ等)や利用・保全の目標(在来種率、漁獲量、湖水浴者数等)を検討する。

○汚濁メカニズムの検討
湖沼によっては、流入負荷量の減尐に対して、水質改善が進まない等の課題がある。さらなる水質汚濁メカニズムを解明するため、難分解
性有機物、内部生産、窒素りん比と植物プランクトンの関係、底質環境、底泥からの溶出、面源等の汚濁負荷、汽水湖の汚濁メカニズム等の
課題について調査検討を進める。
・窒素りん比変動による水生態系の影響検討会(座長：福島筑波大学大学院教授)

○水質保全対策の検討
効果的な面源負荷や小規模事業場対策等の流域対策及び沿岸生態系の保全、自然浄化機能の回復・活用、動植物の活用による湖内対
策の水質保全対策を検討する。また、より一層の湖沼水質保全対策を進めるために、湖沼とその流域の健全な水循環の在り方の検討、窒
素・燐等の物質循環の把握と管理手法の検討、技術実証事業による水質浄化技術の普及支援を行う。
・湖沼水質保全対策に関する検討会(座長：福島筑波大学大学院教授) 
・環境技術実証事業検討会(湖沼等水質浄化技術分野)ワーキンググループ(座長：岡田広島大学教授)



３）目標と手順

取組内容 目標 手順

現状の整理

既存施策の効果検証 既存施策の
効果検証と
課題整理

既存施策の効果検証及び湖沼
の課題整理

湖沼の課題整理

水質保全目標の検討

地域の望ましい湖沼像の検討 地域の望ま
しい湖沼像
を達成する
ための水質
保全目標の
設定

水質保全目標の
在り方の検討

具体の湖沼での検討と試行

モニタリング
・検証

個別の水質指標(下層ＤＯ、透明度、Ｔ
ＯＣ等)

利用・保全の目標(在来種率、漁獲量、
湖水浴者数等)

汚濁メカニズムの検討

難分解有機物、内部生産

湖沼の汚濁
メカニズムの

解明

調査 検討・まとめ
Ｎ/Ｐ比と植物プランクトンの関係

底質環境、底泥からの溶出 調査

面源等の汚濁負荷調査 調査

汽水湖の汚濁メカニズム

水質保全対策の検討

流域対策(面源、小規模事業場対策)

新たな水質
保全対策の
立案、実施

調査・検討

モデル事業の実施
モニタリ
ング・検
証

湖内対策(沿岸生態系の保全、自然浄
化機能の回復・活用、動植物の活用)

湖沼とその流域の健全な水循環の在
り方

調査・検討
窒素・燐等の物質循環の把握と管理

手法の確立

技術実証事業による
水質浄化技術の普及

技術実証事業(湖沼等水質浄化技術分野)の実施



水質総量削減の着実な推進 新たな水質
目標の設定

栄養塩等管理方策の検討

栄養塩バランスの劣化による赤潮や貧栄養といった海域
ごとの課題への対応

モデル地域の物質循環量把握、物質収支モデルの
構築、影響評価手法の開発

推進すべき活動、施設整備、調査研究、技術開発
等の施策整理

閉鎖性海域中長期ビジョン、 第７次水質総量削減の在り方答申

閉鎖性海域対策の時代に合った見直し
・新たな水質目標、栄養塩等管理に対応した効果的で持続可能な対策の在り方検討（８８海域＋α）

里海づくりの推進

人間の手で管理がなされることにより、生産性が高く
豊かな生態系を持つ「里海」の創生を推進

人と海との復縁、地域主体の沿岸管理、豊かな生態系の回復

底層ＤＯ
・魚介類の生息域の確保

・魚介類の再生産の場の確保

・無生物域の解消

透明度
・海藻草類の生育

・親水利用

今後十分実現可能と考えられるシナリオで水質
総量削減を進めることにより、中長期的に閉鎖
性海域は良好な水環境になっていく

（中長期ビジョン）

・総量削減基本方針策定
・都府県総量削減計画策定
・第７次総量規制基準の適用

生物多様性に富み豊かで健全な海域の構築

プランクトン

適切な栄養塩循環の形成

海域の物質循環健全化計画（海域ヘルシープラン）の検討

環境基準化

第７次水質総量削減（目標：平成26年度）実施
に向けた取り組み

栄養塩類の循環バラン
スを回復あるいは向上さ
せるための具体的な行
動計画

（２）閉鎖性海域の水質改善
１）概要



２）取組内容
○水質総量削減の着実な推進
総量規制基準の適用等による各汚濁負荷削減対策、干潟・藻場の保全・再生等により、水質総量削減を着実に推進する。

○新たな水質目標の設定
平成21年度に策定した閉鎖性海域中長期ビジョンでの検討を踏まえ、持続的利用も考慮しながら、水生生物（特に底生生物）の生育・生息、水生植物の
生育、親水環境の観点から水環境を評価できる環境指標の設定に向け検討を進める。

○栄養塩類管理方策の検討
生物多様性に富み豊かで健全な海域の構築に向け、陸域と海域が一体となった栄養塩類の円滑な循環を達成するため、効率的かつ効果的な管理方策
の検討を進める。

○閉鎖性海域対策の時代に合った見直し
上記検討結果を踏まえ、閉鎖性海域（８８海域＋α）について、それぞれの状況変化に応じた効果的で持続可能な水環境改善対策の在り方の検討を進
める。

○里海づくりの推進
人と海との復縁を進め、海域における栄養塩類の吸収源管理や海域で生産されるバイオマスの陸域での利用促進などを通じ、豊かな生態系が成り立つ
里海づくりを推進する。

３）目標と手順

取組内容 目標 手順

水質総量削減の
着実な推進

第７次水質総量削減
の実施

第７次水質総量削減の
在り方検討

総量規制基準等の検討
第７次削減目標量の検討

削減基本方針の策定
都府県総量削減計画
の策定

第７次水質総量削減
の開始

水質総量削減の実施と効果検証

新たな水質目標の
設定

環境基準の見直し
（底層ＤＯ、透明度）

閉鎖性海域中長期ビジョ
ンにおける目標値提示

現在の課題の整理、測定方法、評価方法等の
検討

環境基準策定に当たっての課題抽出
環境基準項目として策

定
類型当てはめ検討

栄養塩類管理施策
の
検討

地域に応じた管理方策
策定手法の確立

モデル地域の選定
＜海域の物質循環健全化
計画(モデル地域選定）検

討委員会設置＞

海域の物質循環健全化計画（海域ヘルシープラン）検討
＜統括検討委員会設置、調査・検討方針策定、物質収支モデルによる検討、対策策定マニュアル化＞

モデル地域における栄養塩類管理方策検討
＜地域検討WG設置、物質循環状況の把握、栄養塩管理手法の開発＞

管理方策に沿った施策・活動の実施
効果の検証

閉鎖性海域対策の
時代に合った見直し

排水規制の最適化等
による栄養塩等の適正

管理の推進

中長期ビジョンの策定
＜対策のロードマップ

提示＞

閉鎖性海域（88海域＋α）の実態整理 NP暫定排水基準改定

新たな水質目標、栄養塩等管理に対応した対策の在り方検討＜総量規制基準・ＮＰ排水基準適用の最適化等＞

里海づくりの推進
里海づくり活動普及の
ための支援充実

里海ウェブサイトの構築
＜国内外へ

向けた情報発信＞

里海づくりマニュアルの策定
＜里海創生支援検討会設置・地域の取組を全国に普及＞

里海づくりマニュアルによる里海づくり活動普及の検証等

モデル地域における活動支援
＜地域における里海創生に資する活動への支援、マニュアル策定の基礎資料収集＞

里海づくりに対する技術的支援



【背景】 ○水濁法では、①特定施設及び特定事業場の特定、②規制項目の特定、を行うことにより、排水規制
を主とした排水処理の管理を行ってきた。

○化学物質等の種類の増加や、新たに特定施設となりうる製造工程等について、適宜特定施設や規
制項目の追加を行うことにより対処している。

【課題】 ○排水規制項目の追加による対応では、個別の特定事業場ごとに排水管理を行うことが必要である。
○毒性情報について未知の化学物質が多く、環境基準となっていない物質についても、生態系への影
響など水環境中での支障を生じているおそれがある。

○水質事故などの顕在化している水環境の支障について、その原因が不明のケースが多く、何らかの
対応手段を検討する必要がある。

現行の一律排水基準を補完

カドミウム
0.1mg/L

鉛
0.1mg/L

BOD
160mg/L

生物応答を用いた排水管理

化学物質の複合影響・未規制物質によ
る水質問題への迅速な対応が難しい

毒性の有無を
総体的に評価する

ことで、排水中の
化学物質の生物影響を確認する
ことが可能

多様な化学物質を
総体的に評価

従来の一律排水規制

多種多様な
化学物質

遊泳率・生存率高

遊泳率・生存率低

毒性 高

毒性 低

魚類等を対象水中に曝露

生物試験を用いた毒性評価
（バイオアッセイ）の例

・監視の継続

・毒性の削減

制度の位置付けの例
制度検討 技術検討

制度及び技術に関する検討

【今後の検討】
○物質を特定しない段階での水環境への影響を把握・評価し、必要な対策を講ずる手法として、例えば生物応答（バイ
オアッセイ）を利用した排水管理手法（Whole Effluent Toxicity：ＷＥＴ手法）などの方策も研究する。

○ＰＲＴＲ情報が整備されつつあり、このような情報の積極的な活用を図っていく。

（３）新たな排水管理手法の検討
１）概要



２）取組内容

○現状の整理
・知見や情報の収集

2月17日に国連大学で「米国におけるWETシステムに関するセミナー」を開催したが、我が国にも参考となる先行的な手法の一つとし
て、米国の水質浄化法の下での”全排水毒性（WET)"の運用及び試験方法に関する実態について知見や情報を収集する。
・検討の方向性の整理
「WET手法等による水環境管理に関する懇談会」（座長：須藤東北大学大学院客員教授）において、米国等の実態について情報収集を

行うとともに、我が国における将来的な利用に関する基本的な検討の方向性の整理等を行う。

○ 導入に向けての検討
・制度検討
生物応答を用いた新たな排水管理手法について、我が国の実情を踏まえた利用方策に関する検討を行う。

・技術検討
試験方法及びその評価方法等について、技術面の検討を行い、モデル的な試行を行う。

３）目標と手順

取組内容 目標 手順

現状の整理

知見や情報の
収集

生物応答を利
用した排水管
理手法の導入

米国の情報収集
（セミナー開催）

検討の方向性
の整理

検討の方向性、日本に導入し
た場合の有効性、課題等の整

理（懇談会の開催）導入に向けて
の検討

制度検討 排水管理への利用方策に関する検討

技術検討 技術面の検討 モデル的試行



【背景】

■健康項目（２７項目）

有害物質の種類 許容限度

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.1mg/l

ｼｱﾝ化合物 1mg/l

有機燐化合物 1mg/l

鉛及びその化合物 0.1mg/l

六価ｸﾛﾑ化合物 0.5mg/l

・・・

■生活環境項目（１５項目）

項 目 許容限度

水素イオン濃度（pH） 海域以外 5.8～8.6
海域 5.0～9.0

生物化学的酸素要求量
（BOD）

160mg/l
（日間平均 120mg/l）

化学的酸素要求量
（COD）

160mg/l
（日間平均 120mg/l）

浮遊物質量（SS） 200mg/l
（日間平均 150mg/l）

・・・

【今後の検討】

未規制項目について、環境基準の設定状況等を踏ま
え規制項目への追加検討を行うとともに、排水規制等
の在り方について検討を行う。

暫定排水基準設定業種について、一律排水基準への
移行を促進するとともに、排水規制の在り方について
検討を行う。

一律排水基準を直ちに適用することが技術的に困難な業種について、

暫定的な基準値が設定されている。

環境基準の設定状況等を踏まえ、排水基準への規制
項目及び排水基準値を検討。

定期的な見直しにより、技術開発等を促進し、一律排
水基準への移行や暫定排水基準の強化等を実施。

■暫定排水基準の適用

項 目 業種数 期限

ほう素、ふっ素及び硝酸性窒素等 15業種 H25.6.30

亜鉛 10業種 H23.12.10

窒素、燐
（全国88ヶ所の閉鎖性海域及びこれに流入する河川等の公共用水域）

6業種 H25.9.30

＜暫定排水基準の設定状況＞

水質汚濁防止のための効果的な排水規制、排水管理方策の検討

○水濁法では、汚水を排出する施設（特定施設）を設置する
工場・事業場（特定事業場）から公共用水域へ排出される
排出水に対して排水基準を設定している。

○排水基準は、生活環境項目及び健康項目のそれぞれごと
に一定の濃度で規定し、特定事業場から排出される水に
対して規制を実施している。 環境基準

特定施設

特定事業場

排水基準
（暫定排水基準）

（４）排水規制等の在り方に関する検討
１）概要

希釈



２）取組内容

○現行排水規制の課題への対応

・自然湧出の温泉を利用している旅館業に対するほう素、ふっ素の規制の在り方等について検討し、必要に応じ制度等の見直しを行う。

○ 今後の排水規制、排水管理方策の検討

・これまでの排水規制による水質汚濁防止について評価（環境基準の達成状況等を整理）し、必要に応じ規制の在り方（排水基準の設定方針
等）の検討を行うとともに、規制以外の水質汚濁防止施策についても検討する。

○ 排水規制の推進

・環境基準の設定等の状況を踏まえ、排水基準項目の追加等の検討を行う。

・暫定排水基準適用業種の一律排水基準への移行に向けた検討を行う。

３）目標と手順

取組内容 目標 手順

現行排水規制の課題への対応
温泉排水規制
の検討

温泉排水規制に係る課題の整理 温泉排水規制の在り方に関する検討

今後の排水規制、排水管理方
策の検討

排水規制等の
在り方の検討

今後の排水規制、排水管理方策
の検討

排水規制の推進

排水基準項目
の追加等

中央環境審議会での排水基準へ
の新規項目追加等の検討
（1,4-ジオキサン等）

排水基準項目の追加等のための
データ収集・検討

中央環境審議会での排水基準へ
の新規項目追加等の検討

暫定排水基準
の一律基準へ
の移行

暫定排水基準の検討
亜鉛（適用期限：平成23年12月10日）、ほう素・ふっ素・硝酸性窒素等（適用期限：平成25年6月30日）、

窒素・燐（適用期限：平成25年9月30日）




